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地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 対象地域 

対象市町村名：尾花沢市、大石田町 

面    積：452.07 ㎢ 

人    口：22,865 人 

 

 

 対象地域図（着色部分） 

別添 2 に施設の位置概要を記載 

  

（内訳）

市町村名 尾花沢市 大石田町 組合計

面積（ｋ㎡） 372.53 79.54 452.07

人口（人） 15,880 6,985 22,865

面積資料：国土地理院（R01.10.1現在）
人口資料：住民基本台帳（R01.10.1現在）
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 計画期間 

本計画は、令和 3 年 4 月 1 日から令和 8 年 3 月 31 日までの 5 年間を計画期間とし、目標年度

を令和 8 年度とします。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直します。 

 

 

 

 基本的な方向 

尾花沢市大石田町環境衛生事業組合（以下「本組合」という。）は、昭和 37 年に尾花沢市と

大石田町を構成市町とする尾花沢市大石田町共立衛生処理組合の設立認可にはじまり、その後

昭和 56 年 4 月に尾花沢大石田水道企業団との合併により改称し、現在に至っています。 

本組合は山形県の北東部に位置し、東部の奥羽山脈で宮城県と接しています。南は柴倉山、

甑岳を結ぶ標高 1,000ｍ以上の山岳地帯を境にして東根市、村山市に接しており、北は奥羽水

嶺の翁峠で舟形町、最上町に接しています。 

本組合が所有するごみ焼却施設については、昭和 55 年の稼働開始から 40 年、ガス化溶融炉

への改造工事（平成 15 年度）を実施してからも 17 年が経過しています。 

リサイクルプラザについては、平成 13 年の稼働開始から 19 年が経過し、本組合圏域の不燃

ごみ・粗大ごみと資源ごみの一部を処理しています。 

両施設とも、日常の維持管理を実施しつつ、各種保全活動を実施していますが、建屋、電気

設備、機械設備の老朽化が進んでおり、今後補修費が年々高額になることが予想されます。ま

た、万が一施設が損壊するようなことがあれば、本組合圏域外に処理を委ねることになります。

このようなことから、整備費用、管理面等を考慮した上、新ごみ焼却施設、新リサイクルプラ

ザを同時に整備することによるごみ処理の効率化と生活環境の維持を図るものとします。 

  

計　画　期　間 目標年度

令和3年4月1日から令和8年3月31日まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5年間）
令和8年度
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 ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

山形県ごみ処理広域化計画（平成 10 年）によると、本組合は北村山ブロックに属しています。

北村山ブロックの構成市町は東根市、村山市、天童市、尾花沢市、河北町、大石田町の 4 市 2

町であり、設定されたブロック内で集約施設を整備することが望ましいとされています。 

しかし、北村山ブロック内の施設は稼働開始の経過年数に大きな相違があります（本組合の

ごみ焼却施設：稼働 40 年、東根外二市一町：25 年、本組合のリサイクルプラザ：19 年、東根

外二市一町：10 年）。 

施設の集約化について、構成市町並びに一部事務組合間における調整は行っていますが、東

根市外二市一町共立衛生処理組合では、相対的に人口が多い東根市の将来人口が今後も増加す

る見込みであり、ごみの排出量も増加傾向となっていることから、他自治体のごみを受け入れ

る余裕がない状況にあります。また、東根市外二市一町共立衛生処理組合のごみ焼却施設は、

現在、基幹的設備改良工事が実施されており、現有施設の延命化が図られています。上記のこ

とから、現時点で両組合の施設を集約することは困難な状況にあります。 

 

 山形県ごみ処理広域化計画における広域ブロック図 
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 プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

住民が飲料用ストローを始めとした使い捨てプラスチック使用製品の使用を合理化し、プラ

スチック使用製品廃棄物の排出を抑制するよう、また認定プラスチック使用製品を使用するよ

うホームページやごみカレンダー等で啓発・情報提供を行うとともに、小学校と連携し環境学

習を行います。 

本組合では、プラスチック容器包装廃棄物は、もやせるごみとして収集し、ごみ焼却施設に

て焼却処理をしています。また、プラスチック資源のうちプラスチック使用製品は、もやせな

いごみとしてリサイクルプラザで選別処理した後、焼却処理もしくは埋立処分をしています。

今後、新処理施設の整備に合わせて、令和 11 年度を目途にプラスチック資源の分別収集及び再

商品化の実施に向けて、分別区分の見直しや分別の基準等について検討を進めます。 
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循環型社会形成推進のための現状と目標 

 一般廃棄物（ごみ）の処理の現状 

令和元年度における一般廃棄物（ごみ）の排出、処理状況は、図 3 のとおりです。 

なお、中間処理後の処理残渣は、最終処分場に搬入し、埋立処分されています。 

  

 

 一般廃棄物の処理状況フロー（令和元年度） 

 

  

集団回収量 総資源化量

￤ ￤

直接資源化量 処理後再生利用量

74t 461t
1.1% 処理残さ量 6.8%

1,111t

排出量 計画処理 中間処理量 16.4% 処理後最終処分量

6,772t 6,698t 650t

100.0% 98.9% 減量化量 9.6%

5,587t ￤

自家処理量 直接最終処分量 82.5% ￤ 最終処分量

0t ￤ 650t

0.0% 9.6%

478t 1,013t

6,772t

0t
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 一般廃棄物（ごみ）の処理目標 

本計画の計画期間中において、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のと

おり目標量について定め、それぞれの施策に取り込んでいくものとします。 

参考として、別添 3 に現状と目標のトレンドグラフを添付します。 

 

 減量化・再生利用に関する現状と目標 

 

 

表 1 補足 市町村ごとの減量化・再生利用に関する現状と目標 

 

 

事業系 総排出量 1,926 1,772 (-8.0%)

1事業所当たりの排出量※２ 1.54 1.60 (3.8%)

生活系 総排出量 4,846 3,904 (-19.4%)

1人当たりの排出量※３ 182 156 (-14.3%)

合計 事業系生活系排出量合計 6,772 5,676 (-16.2%)

直接資源化量(ﾄﾝ) 74 トン (1.1%) 65 トン (1.1%)

総資源化量(ﾄﾝ) 1,013 トン (14.0%) 906 トン (14.8%)

－ MWｈ － MWｈ

－ GJ － GJ

650 トン (9.6%) 593 トン (10.4%)

※２ （1事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数）
※３ （1人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口）
≪用語の定義≫

最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

※１ 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対す
る割合

排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕

総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕
エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：ＭＷｈ〕及び熱利用量〔単位：ＧＪ〕
減量化量：中間処理量と処理後の残さ量の差〔単位：トン〕

再生利用量

エ ネ ル ギ ー
回 収 量

エネルギー回収量（年間の発電電力量
及び熱利用量）

最 終 処 分 量 埋立最終処分量

kg/人 kg/人

トン トン

トン/事業所 トン/事業所

トン トン

指　　　　　標 現状（割合※１） 目標（割合※１）

（令和元年度） （令和8年度）

排出量 トン トン

事業系 総排出量 1,647 1,512 (-8.2%)

1事業所当たりの排出量 1.85 1.97 (6.5%)

生活系 総排出量 3,275 2,620 (-20.0%)

1人当たりの排出量 177 151 (-14.7%)

合計 事業系生活系排出量合計 4,922 4,132 (-16.1%)

直接資源化量(ﾄﾝ) 54 トン (1.1%) 47 トン (1.1%)

総資源化量(ﾄﾝ) 739 トン (14.0%) 662 トン (14.8%)

472 トン (9.6%) 432 トン (10.4%)

事業系 総排出量 279 260 (-6.8%)

1事業所当たりの排出量 0.78 0.77 (-1.3%)

生活系 総排出量 1,571 1,284 (-18.3%)

1人当たりの排出量 195 169 (-13.3%)

合計 事業系生活系排出量合計 1,850 1,544 (-16.5%)

直接資源化量(ﾄﾝ) 20 トン (1.1%) 18 トン (1.1%)

総資源化量(ﾄﾝ) 274 トン (14.0%) 244 トン (14.8%)

178 トン (9.6%) 161 トン (10.4%)

トン トン

埋立最終処分量

トン/事業所 トン/事業所

トン トン

kg/人 kg/人

トン トン

埋立最終処分量

大石田町 トン トン

トン/事業所 トン/事業所

トン トン

kg/人 kg/人

指　　　　　標 現状（割合） 目標（割合）

（令和元年度） （令和8年度）

尾花沢市 トン トン
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 目標達成時の一般廃棄物（ごみ）の処理状況フロー（令和 8 年度） 

 

  

集団回収量 総資源化量

￤ ￤

直接資源化量 処理後再生利用量

65t 396t
1.1% 処理残さ量 7.0%

989t

排出量 計画処理 中間処理量 17.4% 処理後最終処分量

5,676t 5,611t 593t

100.0% 98.9% 減量化量 10.4%

4,622t ￤

自家処理量 直接最終処分量 81.5% ￤ 最終処分量

0t ￤ 593t

0.0% 10.4%

5,676t

0t

445t 906t
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施策の内容 

 発生抑制・再使用の推進 

ア. 環境教育、普及啓発活動の実施 

学校や地域において、パンフレットやチラシの配布及び DVD 等映像ソフトの映写活動を

通じた環境教育のほか、ごみ処理施設や資源分別状況見学会の機会を設け、住民に対しご

みについて身近な問題として認識してもらい、理解と協力を求めます。 

自治体や子供会といった住民団体と協働し、分別区分、資源回収の普及・啓発などに取

り組んでいきます。また、使い捨て商品の使用自粛、リターナブル容器や再生資源を原材

料とした商品の販売、購入、利用の促進に関する啓発活動を推進していきます。 

そのほかに、環境学習の推進や地域コミュニティーの育成が期待されている小売店やス

ーパーマーケットにおける食品トレイ、牛乳パック等の資源物の店頭回収を促進するとと

もに、協力店舗の拡大等を検討します。 

 

イ. ごみ分別の推進 

ごみ排出抑制・再資源化を推進するために、新たな分別品目を検討していきます。 

 

ウ. 多量排出事業者に対するごみ減量指導 

多量排出事業者へのごみ量減量化計画書の作成を促す等、ごみ減量に関する指導を徹底

します。 

また、排出事業所に対して排出ごみの分別を徹底するように指導していきます。 

 

エ. マイバッグ運動 

住民団体等との連携により、住民や小売業者に対して、マイバッグの使用や過剰包装の

抑制を啓発するとともに、ごみの発生抑制を推進します。 
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 処理体制 

ア. 生活系ごみ処理体制の現状と今後 

分別区分と処理方法は表 2 に示すとおりです。今後も現状通りの処理体制を継続してい

くこととしますが、老朽化が進行しているごみ焼却施設とリサイクルプラザについては、

新処理施設の整備を行い、ごみ処理の効率化と生活環境の維持を図ります。 

  

イ. 事業系ごみ処理体制の現状と今後 

今後も生活系ごみの分別区分に準じて処理・処分を行っていきます。 

また、多量にごみを排出する事業者に対しては、指導や減量化計画の策定指導を実施し、

事業系ごみの減量化・資源化を推進していきます。 
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 構成市町生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 

 構成市町生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

表
2
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 処理施設の整備 

ア. 廃棄物処理施設 

上記の処理体制で処理を行うため、表 3 のとおり廃棄物処理施設の整備を行います。 

 

 整備する処理施設 

 

 

 

 施設整備に関する計画支援事業 

上記（3）の施設整備に先立ち、表 4 のとおり計画支援事業を実施します。 

 

 実施する計画支援事業 

 

 

  

事業
番号

整備施設種類
施設名

事業名
設置

予定地
事業期間

（全体事業期間）
国土

強靭化

焼却 t/日

t/日破砕・選別

約 18

約 5

※処理能力は、プラスチック資源の分別収集及び再商品化の実施を考慮しています。

　なお、処理能力は、令和5年度に改訂する一般廃棄物処理基本計画を踏まえて定めます。
事業番号1　既存施設の老朽化、効率化と生活環境の維持
事業番号2　既存施設の老朽化、効率化と生活環境の維持、プラスチック資源の分別収集及び再商品化の実施

2 リサイクルセンター
新マテリアルリサイクル
推進施設整備事業

処理能力

1 ごみ焼却施設
新エネルギー回収型廃棄物
処理施設整備事業 尾花沢市

毒沢地内
事業期間外

（R8～R10（予定））
－

事業
番号

事業内容 事業期間

現況測量・PFI等導入可
能性調査・処理方式、施
設配置及び車両動線の検
討

R3～R4

プラント設備詳細検討・
地質調査・事業方式及び
事業者選定方法の検討並
びに財政計画の策定・用
地測量

R4～R5

大気質、騒音、振動、悪
臭などの調査項目の現地
調査・予測及び評価

R4～R5

廃焼却施設等解体及び給
水管布設設計

R5～R5

入札説明書、要求水準
書、様式集、各種契約書
を作成し、各書類につい
て外部有識者を含む選定
委員会による審査を行
う。

R6～R7

事業名

1
2

新エネルギー回収型廃棄物処理施設及び新マテリアルリサイクル推進施設整備事
業に係る施設基本計画作成

新エネルギー回収型廃棄物処理施設及び新マテリアルリサイクル推進施設整備事
業に係る施設基本計画作成

新エネルギー回収型廃棄物処理施設及び新マテリアルリサイクル推進施設整備事
業に係る生活環境影響調査

新エネルギー回収型廃棄物処理施設及び新マテリアルリサイクル推進施設整備事
業に係る廃焼却施設解体等設計

新エネルギー回収型廃棄物処理施設及び新マテリアルリサイクル推進施設整備事
業に係る事業者選定支援業務
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 その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していきます。 

ア. 災害廃棄物の処理 

災害時に大量に発生する廃棄物を適正に処理するため、山形県内各自治体が年に 2 回、

緊急時における廃棄物処分相互援助協定の連絡責任者会議を行っています。当該協定では

県内処理を基本とし、緊急時援助の実施方法、廃棄物の搬入方法及び各自治体が受入可能

な廃棄物の量、処理単価等の項目を定めています。本組合においても、今後当該協定及び

構成市町における災害廃棄物処理計画に基づき、災害時における廃棄物処理の対応を継続

していきます。 

 

イ. 廃家電のリサイクルの推進 

 廃家電のリサイクルについては、特定家庭用機器再商品化法に基づく回収及び再商品

化について、構成市町が主体となって実施する拠点回収を継続していきます。 

 

ウ. 不法投棄対策 

 住民、事業者への啓発に努めるとともに、看板、防犯カメラを設置して不法投棄の抑

止を図ります。また、村山地区不法投棄防止対策協議会に属する構成市町は、住民の協

力を得ながら不法投棄現場の通報・連絡などを通じた対策を講じることとします。 
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計画のフォローアップと事後評価 

 計画のフォローアップ 

本組合では、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて

山形県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行います。 

 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果を取りまとめた時点で、速やかに計画の

事後評価、目標達成状況の評価を行います。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとします。 

なお、計画の進捗状況や社会的情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとしま

す。 
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別添１ 

 

施設概要 

 

  

【ごみ焼却施設】

【リサイクルプラザ】

【最終処分場】

区 分 内　　　　　　容

所 管 尾花沢市大石田町環境衛生事業組合

組 合 構 成 市 町 尾花沢市・大石田町

所 在 地 尾花沢市毒沢地内

処 理 能 力
金属類リサイクル設備　　　　　　　：　3ｔ/5ｈ
びん・ペットボトルリサイクル設備　：　3ｔ/5ｈ
粗大・不燃ごみ処理設備　　　　　 ：　5.5ｔ/5ｈ

竣 工 平成13年2月（2001年2月）

処 理 方 式 破砕・選別、圧縮梱包

敷 地 面 積 3,527.32㎡

処 理 体 制 日勤のみ、一部委託

区 分 内　　　　　　容

所 管 尾花沢市大石田町環境衛生事業組合

組 合 構 成 市 町 尾花沢市・大石田町

所 在 地 尾花沢市毒沢地内

処 理 能 力 30ｔ/24ｈ（1炉）

竣 工
ガス化溶融炉：平成15年3月（2003年3月）

建　　屋：昭和55年3月（1980年3月）

処 理 方 式 流動床式熱分解ガス化溶融方式

敷 地 面 積 4,365.81㎡

処 理 体 制 2交代制、一部委託

区 分 内　　　　　　容

所 管 尾花沢市大石田町環境衛生事業組合

組 合 構 成 市 町 尾花沢市・大石田町

所 在 地 大石田町大字大浦字年貢山地内

総 面 積 52,080㎡

埋 立 方 式 セル方式

処 分 体 制 一部委託

敷 地 面 積 6,200㎡

埋 立 容 量 40,230㎥

竣 工 平成11年3月（1999年3月）
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別添 2 

 

 関係施設の位置図 
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別添 3 

 

現状と目標のトレンドグラフ 

 

 人口の推移 

 

 

 事業所数の推移 

  

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

尾花沢市 17,497 17,094 16,692 16,313 15,880 15,697 15,514 15,332 15,149 14,966 14,783 14,600

大石田町 7,633 7,463 7,314 7,158 6,985 6,921 6,858 6,794 6,731 6,667 6,603 6,540

合計 25,130 24,557 24,006 23,471 22,865 22,618 22,372 22,126 21,880 21,633 21,386 21,140

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

（人）

実績 予測

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

尾花沢市 961 943 925 908 890 872 854 837 819 801 783 766

大石田町 366 363 361 358 356 353 351 348 346 343 341 338

合計 1,327 1,306 1,286 1,266 1,246 1,225 1,205 1,185 1,165 1,144 1,124 1,104

0

300

600

900

1,200

1,500

（事業所）

実績 予測
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 事業系生活系ごみ排出量の推移 

 

 

 

 生活系ごみ排出量の推移 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

尾花沢市 5,127 5,052 4,921 4,887 4,922 4,805 4,684 4,579 4,461 4,351 4,236 4,132

大石田町 2,038 1,995 1,957 1,892 1,850 1,800 1,755 1,711 1,671 1,627 1,583 1,544

合計 7,165 7,047 6,878 6,779 6,772 6,605 6,439 6,290 6,132 5,978 5,819 5,676

0

2,000

4,000

6,000

8,000

（t）

実績 予測

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

尾花沢市 3,401 3,311 3,269 3,236 3,275 3,177 3,078 2,988 2,891 2,799 2,702 2,620

大石田町 1,733 1,688 1,671 1,618 1,571 1,526 1,481 1,441 1,401 1,361 1,317 1,284

合計 5,134 4,999 4,940 4,854 4,846 4,703 4,559 4,429 4,292 4,160 4,019 3,904

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

（t）

実績 予測
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 事業系ごみ排出量の推移 

 

 

 

 1 人あたりのごみ排出量の推移 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

尾花沢市 1,726 1,741 1,652 1,651 1,647 1,628 1,606 1,591 1,570 1,552 1,534 1,512

大石田町 305 307 286 274 279 274 274 270 270 266 266 260

合計 2,031 2,048 1,938 1,925 1,926 1,902 1,880 1,861 1,840 1,818 1,800 1,772

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（t）

実績 予測

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

尾花沢市 166 165 168 169 177 173 169 166 162 158 154 151

大石田町 195 196 200 196 195 192 187 183 179 175 170 169

合計 175 175 178 177 182 178 174 171 167 163 159 156

0

50

100

150

200

250

（kg/人）

実績 予測
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 1 事業所あたりのごみ排出量の推移 

 

 

 

 総資源化量の推移 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

尾花沢市 1.79 1.84 1.78 1.81 1.85 1.86 1.88 1.90 1.91 1.93 1.95 1.97

大石田町 0.83 0.84 0.79 0.76 0.78 0.77 0.78 0.77 0.78 0.77 0.78 0.77

合計 1.53 1.56 1.50 1.52 1.54 1.55 1.56 1.57 1.58 1.59 1.60 1.60

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

（t/事業所）

実績 予測

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

尾花沢市 769 767 721 743 739 724 718 704 696 686 680 662

大石田町 300 296 281 282 274 268 265 260 258 254 252 244

合計 1,069 1,063 1,002 1,025 1,013 992 983 964 954 940 932 906

0

200

400

600

800

1,000

1,200

（t）

実績 予測
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 最終処分量の推移 

 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

尾花沢市 550 573 541 559 472 501 487 478 466 454 443 432

大石田町 218 226 215 216 178 187 183 178 174 170 165 161

合計 768 799 756 775 650 688 670 656 640 624 608 593

0

200

400

600

800

1,000

（t）

実績 予測
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）

3
t/

5
h

（
 ビ

ン
類

・
Ｐ

Ｅ
Ｔ
ボ

ト
ル

リ
サ

イ
ク

ル
設

備
）

5
.5

t/
5
h

（
粗

大
・
不

燃
ご

み
処

理
設

備
）

H
1
3
.2

R
1
1
.3

R
1
1
.4

最
終

処
分

場
最

終
処

分
場

尾
花

沢
市

大
石

田
町

環
境

衛
生

事
業

組
合

埋
立

  
  

 全
体

容
量

  
  

 ：
 4

0
,2

3
0
　

㎥
  

  
 埋

立
地

面
積

  
：
 6

,2
0
0
　

㎡
H

1
1
.3

未
定

未
定

（
２
）
更
新
（
改
良
）
・
新
設
施
設
リ
ス
ト

ご
み

焼
却

施
設

新
ご

み
焼

却
施

設
尾

花
沢

市
大

石
田

町
環

境
衛

生
事

業
組

合
未

定
約

1
8
t/

日
R
1
1
.3

・
老

朽
化

・
ご

み
処

理
の

効
率

化
と

生
活

環
境

の
維

持

有
（
環

境
衛

生
セ

ン
タ

ー
ご

み
焼

却
施

設
）

R
1
1
.4

～
R
1
2
.9

浸
水

区
域

外
○

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
新

リ
サ

イ
ク

ル
プ

ラ
ザ

尾
花

沢
市

大
石

田
町

環
境

衛
生

事
業

組
合

未
定

約
5
t/

日
R
1
1
.3

・
老

朽
化

・
ご

み
処

理
の

効
率

化
と

生
活

環
境

の
維

持

・
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
資

源
の

分
別

収
集

及
び

再
商

品
化

の
実

施

浸
水

区
域

外
○

更
新

（
改

良
）
・
新

設
理

由
廃

焼
却

施
設

の
解

体
の

有
無

（
解

体
施

設
の

名
称

）

廃
焼

却
施

設
解

体
事

業
着

手
（
予

定
）
年

月
完

了
（
予

定
）
年

月

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

と
対

策

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

再
商

品
化

を
実

施
す

る
た

め
の

施
設

整
備

事
業

備
考

浸
水

区
域

外

浸
水

区
域

外

施
設

種
別

施
設

名
事

業
主

体
型

式
及

び
処

理
方

式
処

理
能

力
（
単

位
）

竣
工

予
定

年
月

廃
止

ま
た

は
休

止
（
予

定
）
年

月
解

体
（
予

定
）
年

月
想

定
さ

れ
る

浸
水

深
と

対
策

備
考

浸
水

区
域

外

施
設

種
別

施
設

名
事

業
主

体
型

式
及

び
処

理
方

式
処

理
能

力
（
単

位
）

竣
工

年
月
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様
式

２
 

 

循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

等
事

業
実

施
計

画
総

括
表

2
 

単
位

開
始

終
了

令
和

３
年

度
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
３

年
度

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
７

年
度

1
7

0
,7

4
0

0
4

6
,5

0
0

8
0

,2
4

0
2

2
,0

0
0

2
2

,0
0

0
1

5
7

,0
3

9
0

4
6

,5
0

0
6

6
,5

3
9

2
2

,0
0

0
2

2
,0

0
0

1
3
,2

0
0

0
1
3
,2

0
0

1
3
,2

0
0

0
1
3
,2

0
0

3
4
,3

0
0

2
2
,3

0
0

1
2
,0

0
0

3
4
,3

0
0

2
2
,3

0
0

1
2
,0

0
0

4
4
,0

0
0

1
1
,0

0
0

3
3
,0

0
0

4
4
,0

0
0

1
1
,0

0
0

3
3
,0

0
0

3
5
,2

4
0

3
5
,2

4
0

2
1
,5

3
9

2
1
,5

3
9

4
4
,0

0
0

2
2
,0

0
0

2
2
,0

0
0

4
4
,0

0
0

2
2
,0

0
0

2
2
,0

0
0

1
7

0
,7

4
0

0
4

6
,5

0
0

8
0

,2
4

0
2

2
,0

0
0

2
2

,0
0

0
1

5
7

,0
3

9
0

4
6

,5
0

0
6

6
,5

3
9

2
2

,0
0

0
2

2
,0

0
0

事
　

業
　

種
　

別
事

業
番

号
事

業
主

体
名

　
　

　
称

規
　

模
事

業
期

間
総

事
業

費
（

千
円

）
交

付
対

象
事

業
費

（
千

円
）

備
　

　
考

事
　

業
　

名
　

称

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

型
廃

棄
物

処
理

施
設

及
び

新
マ

テ
リ

ア
ル

リ
サ

イ
ク

ル
推

進
施

設
整

備
事

業
に

係
る

施
設

基
本

計
画

作
成

1 2

尾
花

沢
市

大
石

田
町

環
境

衛
生

事
業

組
合

R
3

R
4

○
施

設
整

備
に

関
す

る
計

画
支

援
事

業

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

型
廃

棄
物

処
理

施
設

及
び

新
マ

テ
リ

ア
ル

リ
サ

イ
ク

ル
推

進
施

設
整

備
事

業
に

係
る

生
活

環
境

影
響

調
査

尾
花

沢
市

大
石

田
町

環
境

衛
生

事
業

組
合

R
4

R
5

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

型
廃

棄
物

処
理

施
設

及
び

新
マ

テ
リ

ア
ル

リ
サ

イ
ク

ル
推

進
施

設
整

備
事

業
に

係
る

施
設

基
本

計
画

作
成

尾
花

沢
市

大
石

田
町

環
境

衛
生

事
業

組
合

R
4

R
5

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

型
廃

棄
物

処
理

施
設

及
び

新
マ

テ
リ

ア
ル

リ
サ

イ
ク

ル
推

進
施

設
整

備
事

業
に

係
る

事
業

者
選

定
支

援
業

務

尾
花

沢
市

大
石

田
町

環
境

衛
生

事
業

組
合

R
6

R
7

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

型
廃

棄
物

処
理

施
設

及
び

新
マ

テ
リ

ア
ル

リ
サ

イ
ク

ル
推

進
施

設
整

備
事

業
に

係
る

廃
焼

却
施

設
解

体
等

設
計

尾
花

沢
市

大
石

田
町

環
境

衛
生

事
業

組
合

R
5

R
5

合
  

  
 　

　
計
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【参考資料様式 8】 

計画支援概要 

 

都道府県 山形県 

 

  

(1) 事業主体名

(2) 事業目的

(3) 事業名称

新エネルギー回収型廃棄
物処理施設及び新マテリ
アルリサイクル推進施設
整備事業に係る施設基
本計画作成

新エネルギー回収型廃棄
物処理施設及び新マテリ
アルリサイクル推進施設
整備事業に係る施設基
本計画作成

新エネルギー回収型廃棄
物処理施設及び新マテリ
アルリサイクル推進施設
整備事業に係る生活環
境影響調査

新エネルギー回収型廃棄
物処理施設及び新マテリ
アルリサイクル推進施設
整備事業に係る廃焼却
施設解体等設計

新エネルギー回収型廃棄
物処理施設及び新マテリ
アルリサイクル推進施設
整備事業に係る事業者
選定支援業務

令和3年度～ 令和4年度～ 令和4年度～ 令和5年度～ 令和6年度～

令和4年度 令和5年度 令和5年度 令和5年度 令和7年度

(5) 事業概要

現況測量・PFI等導入可
能性調査・処理方式、施
設配置及び車両動線の
検討

プラント設備詳細検討・地
質調査・事業方式及び事
業者選定方法の検討並
びに財政計画の策定・用
地測量

大気質、騒音、振動、悪
臭などの調査項目の現
地調査・予測及び評価

廃焼却施設等解体及び
給水管布設設計

入札説明書、要求水準
書、様式集、各種契約書
を作成し、各書類につい
て外部有識者を含む選定
委員会による審査を行
う。

13,200千円 34,300千円 44,000千円 35,240千円 44,000千円

うち、交付対象事業費 うち、交付対象事業費 うち、交付対象事業費 うち、交付対象事業費 うち、交付対象事業費

13,200千円 34,300千円 44,000千円 21,539千円 44,000千円

尾花沢市大石田町環境衛生事業組合

新ごみ処理施設の整備のため

(4) 事業期間

(6) 総事業計画額
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ごみ焼却施設・リサイクルプラザ立地箇所ハザードマップ 

現有施設及び更新予定施設 

ごみ焼却施設 

リサイクルプラザ 
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一般廃棄物最終処分場立地箇所ハザードマップ 

 

一般廃棄物最終処分場 




